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全国商工会連合会との包括連携協定締結のお知らせ 

 
当社は、全国商工会連合会（以下、「全国連」）と包括連携協定を締結いたしましたので、下記

のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１. 包括連携協定の背景と目的 

全国連は、全国で 80万超の会員事業者を有する商工会組織の全国団体であり、商工会の会員を

はじめとする中小企業や小規模事業者に対して、経営改善の普及事業や地域商工業の総合的な改

善発達を図る取り組みを行っております。 

 

近年、インターネットの利用が広く浸透し、企業においても自社の事業や商品紹介を目的とし

たホームページの開設をはじめ、電子商取引（EC）など、ITをビジネスの成長に活かそうという

動きが拡大しています。これに加えて、中小企業や小規模事業者の場合は人手不足が深刻な課題

となっており、インターネットを活用した業務の省力化と効率化が求められています。実際に、

商工会の会員事業者から「インターネットを活用した、地域商工業にとらわれないビジネスを展

開したい」という要望が多く寄せられています。 

 

当社は、「インターネットで可能性をつなげる、ひろげる」というミッションのもと、ホステ

ィング事業、EC支援事業及びハンドメイド事業を軸に、インターネット上での個人の表現活動や

企業の情報発信、ITの利活用などを支援する多様なサービスを展開しています。 

 

そこで、当社と全国連は、商工会の会員事業者におけるインターネットを活用した経営効率化

やビジネスの成長を支援するため、包括連携協定を締結することといたしました。これにより、

全国の商工会に所属する 80万超の会員事業者に向けて、インターネットを通じた経営力の強化を

支援してまいります。 
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２. 検討している具体的な連携内容と今後の展開 

（１）ホームページ作成サービス「グーペ」の特別プランを全国の商工会の会員事業者に提供 

現在、全国連が商工会の会員事業者に提供しているホームページ作成ツール「SHIFT」は 2020

年３月末にサービスを終了します。これに伴い、「SHIFT」を利用している６万超の会員事業者

と、新たにホームページ作成を希望する会員事業者に向けて、「グーペ」の特別プランを無償で

提供します。本特別プランは 2020年３月頃からの提供開始を予定しており、「グーペ」を利用

することで、スマートフォンでも簡単にホームページを更新することが可能になります。 

 

（２）ネットショップ開業・作成サービス「カラーミーショップ」でのネットショップ運営の提案 

「グーペ」を利用している会員事業者が EC事業を希望する場合、「カラーミーショップ」に

よるネットショップ運営へと事業を拡大できるような環境を構築していく予定です。また、

「カラーミーショップ」でネットショップを新規開店する会員事業者向けに、マーケティング

や集客方法を学ぶセミナーやビジネスの成長を後押しするためのイベントの開催も検討してま

いります。 

 

（３）金融支援サービス「FREENANCE」等での資金繰りの課題解決に向けた支援の提案 

全国の商工会では、会員事業者の経営をより安定かつ向上させるために、経営における資金

繰り相談などを行っています。そこで、当社の連結子会社である GMOクリエイターズネットワ

ーク株式会社が運営する「FREENANCE」を商工会の会員事業者向けに提供する等フリーランスを

はじめとした小規模事業者の資金繰りの課題解決に向けた支援を検討してまいります。 

 

その他、全国 80万超の会員事業者に向けて、当社および GMOクリエイターズネットワーク株式会

社が提供するホスティング事業、EC支援事業及びハンドメイド事業などのサービス利用を推進し、イ

ンターネットを活用した経営効率化やビジネスの成長を支援してまいります。 

 

３. 全国商工会連合会の概要 

（１）名称 全国商工会連合会  

（２）所在地 東京都千代田区有楽町 1-7-1 有楽町電気ビル北館 19階    

（３）代表者の役職・氏名 会長 森 義久 

（４）活動内容 中小企業・小規模事業者への経営支援（経営・金融・労務・税務等） 

地域経済の活性化・地域振興に資する事業（まちづくり等） 

（５）設立年月日 1962年２月 21日 

 

４. 今後の見通し 

本件による 2019年 12月期当社連結業績に与える影響は軽微であります。今後、業績予想を変更

すべき事象が生じた場合は速やかに発表させていただきます。 

 

以上 


